
１． はじめに

技術者にとって継続教育は必須のものとなってきた。

当然，継続教育は，質が高く・量が多いに越したことは

ない。

しかし，CPDを取得するには時間と経費がかかる。

それでは，技術者としてどの程度の CPDを取得すれ

ば，第三者からどのように評価されるのであろうか。

今回，各組織が CPDをどのように評価しているか，

以下に掲載するので参考にしていただきたい。

２． 日本技術士会の技術士CPD認定会員

日本技術士会は，会員（技術士）に対して一定以上の

継続研鑽を重ねていることが認定された場合，「日本技

術士会 CPD認定会員」であることを証している。（有

効期間３年間で，継続する場合は更新審査を要する。）

認定要件のうち，CPDに関しては，次の条件を満足

することが必要となっている。

１） 申請月の２ヵ月前から遡って過去３年間で１５０

CPD時間以上登録していること。

２） その各年別においても３０CPD時間以上実績があ

ること。

年間平均５０CPD以上，年間最低３０CPD以上

３． APECエンジニア

APECエンジニアになるためには，５つの要件を満足

する必要があるが，その１つに「継続的な専門能力開発

を満足すべきレベルで維持していること」があり，具体

的には次の条件を満足することが必要となっている。

１） CPD実施を，毎年５０CPD時間程度，５年間で

２５０CPD時間を行うこと。

２） 新規登録申請に当たっては申請時点から過去２年

間で１００CPD時間が必要。

年間平均５０CPD以上

４． 農林水産省の建設コンサルタント評価

プロポーザル方式において，参加表明書の審査に当

たっての参加表明者選定基準および技術提案書の特定に

当たっての技術提案書特定基準の中で，次の評価が行わ

れている。

（１） 参加表明者選定基準の予定管理技術者評価

農業農村整備事業に関する継続教育に対する取組み状

況が，次のように評価されている。

１） 前年度に３０CPD単位または過去３年間に１００

CPD単位以上を取得…評価 A

２） 前年度に１０～２９CPD単位または過去３年間に

３０～９９CPD単位を取得…評価 B

（２） 技術提案書特定基準の管理技術者評価

農業農村整備事業に関する継続教育に対する取組み状

況が，次のように評価されている。

１） 前年度に３０CPD単位または過去３年間に１００

CPD単位以上を取得…評価 A

２） 前年度に１０～２９CPD単位または過去３年間に

３０～９９CPD単位を取得…評価 B

３） 上記 A，Bに該当しない…評価 D

評価 Dの場合，技術提案書は特定されない。

評価 A…年間平均３４CPD以上

５． 農林水産省の建設業者評価

公募型指名競争入札方式において，技術者評価として

継続教育の取組み状況が，次のように評価されている。

なお，各農政局における評価基準が異なっているため

評価している事例を掲載する。

（事例１）

継続教育（農業土木 CPD）の取組み状況（年間）

１） CPD１００ポイント以上…評価 AA

２） CPD５０ポイント以上…評価 A

３） CPD２０ポイント以上…評価 B

４） CPD２０ポイント未満…評価 C

（事例２）

前年度の継続教育（農業土木 CPD）取得状況

１） CPD７５ポイント以上…評価 AA

２） CPD５０ポイント以上…評価 A
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３） CPD２５ポイント以上…評価 B

４） CPD２５ポイント未満…評価 C

（事例３）

継続教育（農業土木 CPD）取得数

１） CPDの取得数が前年度５０CPD以上または過去３

カ年（年度）１５０CPD以上…評価 A

２） CPDの取得数が上記未満…評価 B

３） CPDの取得数の実績なし…評価 C

評価 A…年間５０CPD以上

６． 農業農村整備事業工事の品質確保技術者制度の要

件

農業農村整備事業工事の品質確保技術者は，農政局が

発注する工事において，総合評価落札方式に関する技術

提案の審査・支援および研修等の講師を行うことができ

る。

この品質確保技術者になるための要件の１つに，継続

教育に関する次の要件を満たす必要がある。

１） 農業農村整備に関する学会，継続教育機構に加入

し，技術の研鑽に努めている者。

特に，CPD取得数は規定していない

７． NN事業発注者支援機関認定制度の支援技術者の

要件

農業農村整備事業に係る公共工事の品質確保および向

上を目的として，発注者が品確法に基づき，発注関係事

務を適正に実施するため，発注者支援機関を活用する認

定制度が定められている。

この発注者支援機関の認定申請の際，所属支援技術者

のうち，技術審査，検査業務に携わる者は，継続教育に

関する次の要件を満たす必要がある。

１） 農業農村整備に関する学会，継続教育機構に加入

し，技術の研鑽に努めている者。

特に，CPD取得数は規定していない

８． おわりに

従来，技術者にとって継続教育は OJT等で当たり前

のように実施されてきた。

しかし，APECエンジニアの発足に端を発した技術者

の国際化の流れ，技術士法の改正等により継続教育の必

要性がはっきり明文化されるようになり，継続教育の量

（CPD）が数値的に評価されるようになってきた。

CPD機構の会員は，自発的に継続教育をしている者

と外部機関の評価を念頭に継続教育を行っている者がい

ると思う。

平成１７年度に CPDを取得した CPD機構会員の平均

CPDは，２８であり，最大 CPD取得者は３６０であった

が，会員各自の継続教育への取組み目的が異なるため，

この実績を各機関の CPD評価基準等に照らして判断す

ることは難しい。

しかし，技術者の，年間 CPDの一つの目安として，

CPD３０～５０以上は必要であろう。
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